2021年4月22日

税理士による税理士のための
「企業版ふるさと納税セミナー」


拝啓
桜若葉がみずみずしい季節となりました。貴社におかれましてはますますご隆昌のこととお喜び申し上げます。
この度、「企業版ふるさと納税(地方創生応援税制)」を活用した官民連携による地方創生の取組を推進するため「企業版ふるさと納税を通じて、地域課題解決に貢献したい民間企業の税務業務を担当する税理士」を対象としたコミュニケーションセミナーを開催いたします。

最近は、東京一極集中の解消や新たなビジネスの可能性を求めての地方進出を検討される企業も増加傾向です。
興味のある地域の自治体との関係性構築のきっかけとしても「企業版ふるさと納税の活用」は十分な可能性を秘めています。

本セミナーでは、2020年4月から制度改正により、控除額が大幅に拡大された制度を分かりやすく解説し、税理士の視点で企業版ふるさと納税を活用するためのポイントについてご説明します。
敬具
 -企業版ふるさと納税支援サービス「river（リバー）」-
企業版ふるさと納税支援サービスriver（リバー）は、2020年4月の制度改正に合わせて、立ち上げた企業版ふるさと納税の支援サービス。現在50以上の自治体や提携企業と連携しながら制度の啓蒙活動や地方創生の推進を行っている。JTB提供「ふるさとコネクト」の提携サービス。

企業版ふるさと納税支援サービス「river（リバー）https://cpriver.jp/
JTB企業版ふるさと納税マッチングサイト：ふるさとコネクト　https://furu-con.jp/index.html
【日程】
１　日時　2021年5月13日(木)　16:00～18:00
２　場所　オンライン（zoom利用）
３　人数　先着100名
４　セミナーの内容
(1) 企業版ふるさと納税制度説明		（株式会社カルティブ：小坪拓也）
企業版ふるさと納税を活用した官民連携の事例について

(2) 顧客への情報提供と具体的な税務処理について（スバル合同会計：秋田谷税理士）

(3) 地方公共団体によるプレゼンテーション（沖縄県恩納村企画課企画係係長　當山香織様）

(4) 個別面談会／意見交換会

【主催】　株式会社カルティブ、スバル合同会計
【共催】　株式会社新朝プレス、株式会社エッグ、株式会社サイバーレコード、株式会社新東通信
株式会社九州教育研修センター、株式会社JTB、中央コンピューターサービス株式会社
Hamee株式会社
【申し込み】
	https://cpriver.jp/








